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長井 秀典 裁判長 殿 

一審判決を破棄して、無罪判決を求める要請 

 ２０１８年１月１２日の判決に向けて、公平・公正な審理をされることを要請します。 

 原審の岡山地方裁判所（江見裁判長）は、脱税の正犯である建設会社に対する査察責任者であり、

建設会社の告発人でもある広島国税局木嶋輝美査察官の作成した報告書を、こともあろうに裁判所

の選任した公正な鑑定人の作成した鑑定書に準ずる書面として証拠能力を付与した上で、有罪認定

の根拠としました。１０月２７日に行われた第 1 回公判において、この木嶋査察官報告書を鑑定書

に準ずる書面として証拠能力を付与した原判決を批判した、立命館大学大学院法務研究科・浅田和

茂教授の意見書を、公平・公正な審理を行う上で欠かすことのできない証拠として採用されたこと

について、心からの敬意を表するものです。 

 建設会社の脱税をほう助したとする法人税法違反ほう助事件では、 

１、 脱税した事件で必ず存在する「たまり」（隠し財産）がないと査察官も証言していること。 

２、 悪質な脱税をして裁判にかけられるような事件では、「重加算税」が課せられますが、検察、

国税は重加算税賦課に関する資料の提出を拒み、社長夫人も「言いたくない」と証言を拒否し

ており、重加算税が課税されていないと思われること。 

３、 売り上げの繰り延べについては、判断の基準の相違であり、翌期には計上されていること。 

建設会社には、脱税の意図がなく、禰屋町子さんの「ほう助」も存在せず無罪は明白です。 

 税理士でないのに税務書類を作成したとする税理士法違反事件では、 

１、国税庁は、誰が作成したのかも不明なＥメール申告を奨励し、納税申告ソフトは市販され誰で

も購入できるようになっており、税理士法は現社会情勢から形骸化されていること。 

２、禰屋町子さんは、倉敷民主商工会の会員が作成した会計書類に基づいて、申告ソフトへの入力

をサポートしたものであり、税理士法で除外されている「代書」であること。 

以上のことからも、税理士法に違反していないことは明らかです。 

 貴裁判所には、原審の不公平・不公正を正し、原判決を破棄して無罪判決を出されるよう要請い

たします。 
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